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定期建物賃貸借契約書

賃貸人　

賃借人　

賃 貸 借 契 約 要 項

	賃貸人（甲）
	

	賃借人（乙）
	

	連帯保証人（丙）
	


【建物】

	名称
	　ビル

	所在地
	

	構造・規模
	


【賃貸借室】

	階数
	　階
	契約面積
	坪（　　　　　㎡）添付図面表示

	用途
	


【賃貸借条件】

	賃貸借期間
	年　　　月　　　日　から　　　年　　　月　　　日　まで

	敷金
	総額　金　　　　　　　　　　円也　　　　　賃料の　　ヶ月分

	賃料
	月額　金　　　　　　　　円也（別途消費税）坪当り　　　　円也

	共益費
	月額　金　　　　　　　　円也（別途消費税）坪当り　　　　円也

	償却
	　　　　　　　　　　　（別途消費税）

	特約事項

	

	賃料・共益費等
振込先
	銀行名：

預金種別：

口座番号：

名義人：


賃 貸 借 契 約 書

第１条（賃貸借室及び契約面積）

甲は乙に対し賃貸借契約要項記載の賃貸借室を賃貸し、乙はこれを賃借するものとし


契約面積は、賃貸借契約要項記載の通りとする。

第２条（使用目的）

乙は、賃貸借室を賃貸借契約要項記載の用途に従って使用するものとする。

第３条（賃貸借期間）

1． 賃貸借期間は、賃貸借契約要項記載の通りとする。

2． 本契約は賃貸借契約の満了により終了し、更新はない。
3． 甲及び乙は、協議の上、本契約期間満了日の翌日を始期とする新たな賃貸借契約（以下「再契約」という。）をすることが出来る。但し、本契約が終了する日までに甲乙間で再契約が成立しない場合、本契約は終了し、本契約終了日までに乙は本物件を明け渡さなければならない。
第４条（賃貸借期間内解約）
1． 甲及び乙は、本契約締結後、賃貸借契約満了まで本契約を解約することはできない。
2． 甲は賃貸借契約満了の１年前から６ヶ月前までの間に乙に対して、期間の満了により賃貸借が終了する旨を通知するものとする。

3． 甲は、前項に規定する通知をしなければ、賃貸借契約の終了を乙に主張することが出来ず、乙は、第１項に規定する期間の満了後においても、本物件を引き続き賃借する事が出来る。但し、甲が通知期間の経過後、乙に対し期間の満了により賃貸借契約が終了する旨の通知をした場合においては、その通知の日から６ヶ月を経過した日に賃貸借契約は終了する。
第５条（賃貸借期間開始前解約）

1. 乙が本契約締結後、賃貸借期間開始前に本契約を解約する場合は、甲に対し書面にて通知するものとし、乙は賃料及び共益費の６ヶ月相当額を甲に支払うことにより本契約を即時解約することが出来るものとする。

2. 甲は乙より預託を受けた敷金を任意に前項の金員に充当できるものとする。

第６条（賃料）

1． 賃料は、賃貸借契約要項記載の通りとする。

２．乙は毎月末日（末日が銀行休業日の場合は翌営業日）に、翌月分の賃料を甲の住所に持参、または甲の指定する銀行口座に振り込む方法により支払うものとする。但し、支払いに要する費用（銀行振込手数料等）は、乙の負担とする。

３．賃料の始期は、賃貸借契約要項に定める賃貸借期間の始期とする。尚、１ヶ月に満たない期間の賃料はその月の日割計算とする。

第７条（費用の負担）

１．乙は、共益費として賃貸借契約要項記載の金額を甲に支払うものとし、その支払方法等は、第６条に準じるものとする。

２．乙の賃貸借室使用に関連して生ずる賃貸借室内の電気、水道その他使用機器料金及び消耗機器の取替費用、室内清掃等の費用は、一切乙の負担とし、甲が立て替えたものは、甲の請求により直ちに支払わなければならないものとする。

第８条（賃料その他の改定）

本契約による賃料や共益費は改定しないものとし、借地借家法第３２条の適用はないものとする。
第９条（敷金）

１．本契約に基づく債務の履行を担保する為、乙は敷金として賃貸借契約要項記載の通り甲に預託するものとする。

２．敷金は無利息とし、甲は本契約終了後、乙が第２０条の定めにより賃貸借室を完全に明け渡し、且つ本契約に基づく債務を完済してから速やかに、乙より預託された敷金を乙に返還するものとする。

３．乙に延滞賃料、損害賠償、その他本契約ならびに本契約に付随して締結した契約に基づく債務があるときは、甲は催告なしに敷金をこれに充当出来る。この場合、乙は充当の通知を受けた日から７日以内に敷金の不足額を補填しなければならないものとする。

４．乙は、賃貸借期間中に敷金をもって賃料その他の債務との相殺を主張することができないものとする。

５．乙は、敷金に関する債権を第三者に譲渡または債務の担保の用に供してはならないものとする。


６．乙は、返還敷金を受領する権限を第三者に委任してはならないものとする。


７．償却については、賃貸借契約要項記載の通りとする。

第１０条（善管注意義務）

乙は、賃貸借室及び本件建物の使用について善良なる管理者の注意義務をもって使用しなければならないものとする。

第１１条（損害の賠償）

乙または乙の代理人、使用人、請負人その他関係者が、故意または過失により、甲または第三者に損害を与えた場合、乙はその損害をすべて賠償しなければならないものとする。

第１２条（甲の免責事項）

火災、盗難または諸設備の故障等による損害について甲は自己の責任により発生したもの以外については責任を負わないものとする。

第１３条（禁止行為）

乙は、甲の承諾なしに、次の行為をしてはならないものとする。


①賃借権を譲渡し、または担保に供すること。

②営業譲渡、合併、その他形式にかかわらず、本契約に基づく一切の権利を乙以外の者に承継すること。


③賃貸借室内外の全部、または一部を第三者に転貸、使用、占有させること。


④賃貸借室内に第三者を同居させ、または乙以外の在室名義を表示すること。

⑤賃貸借室及び館内案内板などに、乙以外の名称で表示板の掲出、電話、ファクス等の引き込みを行うこと。


⑥賃貸借室以外を、不法に占有すること。


⑦賃貸借室、または本件建物に損害を及ぼすような一切の行為をすること。


⑧乙が賃貸借室内で営む営業行為を、第三者に業務委託すること。


⑨館内使用細則及び建物利用の案内等において禁止する事項。

第１４条（契約の解除）

乙に次の各号の一に該当することがあったときは、甲は何等の催告なしに本契約を解除することが出来る。この場合、甲が損害を蒙ったときは、甲は乙に対してその損害を請求することが出来るものとする。

①賃料その他の債務の支払いを２ヶ月以上延滞したとき。

②賃貸借室を第２条に定める目的以外に使用したとき。

③第１３条に定める禁止行為の規定に違反したとき。

④他の賃借人の占有、使用に著しい妨害を与えたとき。

⑤本契約またはこれに付随して締結した契約の各条項の一つに違反したとき。

⑥破産、民事再生、会社整理、会社更生、解散等があったとき。

⑦乙の資産、信用、または事業に重大な変更があり本契約を継続しがたいと甲が認めたとき。

⑧暴力行為、その他公序良俗に反する団体、組織に加入し、もしくはこれらの構成員、同調者等に加担して、甲または他の賃借人に不安、不快の念を抱かせ、または迷惑を及ぼす行為をしたとき。

第１５条（館内使用細則等の遵守）

乙は、甲が賃貸借室及び本件建物の使用について別に定める館内細則等を遵守することは勿論、乙の使用人、出入人等に対して遵守させなければならない。また、甲が注意事項を定めて通知した時も同様とする。

第１６条（内装造作・設備工事等）

１．乙は、以下の工事等をしようとするときは、予め書面による甲の承諾を得なければならないものとし、甲の指定業者又は甲の指定する業者にその工事等を依頼するものとする。また、その工事等に要する費用はすべて乙の負担とするものとする。

①内装造作、諸設備の付加、新設、除去、改造、交換、その他現状の変更。

②貸室内天井、壁の塗装及びクロス替、床の張替等の修理、または乙の責に帰すべき事由による修理。

③社名表示板作成、鍵の複製、室内清掃、その他貸室利用に伴う諸サービス。

2． 乙が付加、新設した内装造作設備に課される公租公課は、宛名名義の如何にかかわらず、乙の負担とする。

第１７条（修理）

1． 賃貸借室、または本件建物の諸造作、設備等に破損または故障により修理を要する箇所が生じた場合、乙は速やかにその旨を書面により甲に通知しなければならないものとする。

２．前項の通知により、甲が建物の維持保全上必要と認めた修理及び乙からの通知がなくても甲が必要と認めた修理は、甲がその費用を負担して実施する。この修理に際して、乙は作業に支障が起こらないよう協力しなければならないものとする。


３．前項の定めにかかわらず、次の修理については、乙が費用を負担するものとする。

①賃貸借室の窓及び出入口等のガラス、照明器具、スイッチ、コンセント類及び付属品の修理または交換。但し乙の責めに帰することの出来ない場合は除く。

②賃貸借室内の床、壁、天井等に関する塗装、張替、その他小修理。

③乙及び乙の代理人、使用人、請負人、その他関係者の故意または過失に基づく事由により生じた毀損等の為の修理。

④乙所有の諸造作、設備等に対する修理。

　　　　４．本物件を使用するにあたり、設備面の費用負担等において疑義が生じた場合は甲・乙誠意をもって協議し、決定するものとする。

第１８条（立入り点検）

１．甲または甲の代理人もしくは甲の定める管理者は、建物の保全や衛生上の対策、防犯、防火、救護、その他建物の管理上必要があるときは、予め乙に通知した上で賃貸借室に立入り、これを点検し、適宜の措置を講ずることが出来る。但し、非常の場合で、甲が予めこの旨を乙に通知する事が出来ないときは、事後速やかに乙に報告を行うものとする。


２．前項の場合、乙は甲の措置に協力しなければならないものとする。

第１９条（変更の届出義務）

乙は、商号、住所、本店所在地、代表者、その他登記事項に変更があったとき及び経営の主体に変更があった場合には、速やかにこの変更内容を書面により甲に届け出なければならないものとする。
第２０条（明渡し及び原状回復）

１．乙は、本契約終了日までに賃貸借室に設置した諸造作、設備、館内案内板等及び乙所有の物品を乙の費用をもって収去しなければならない。また、乙の希望により甲が設置した甲所有の物品がある場合にも甲の要求があるときは、乙の費用をもってこれを取外し甲に引き渡すものとする。

2． 乙は、使用期間の如何を問わず、賃貸借室を原状に復旧し、これを甲に明け渡さなければならない。その内容については、別紙『原状回復要項』によるものとする。但し、甲の承諾を得た場合は、乙はそれらに有する権利を放棄し、原状有姿のまま明け渡すことが出来るものとする。

３. 乙が本契約終了までに第１項又は第2項の原状回復処置をとらなかった場合には、甲は任意にその撤去及び修復をすることが出来るものとする。但し、この費用は乙の負担とする。

４．本契約が終了し、乙が賃貸借室を明け渡した後に賃貸借室内に残置された物品があるときは、乙においてその所有権を放棄したものと見なし、甲はこれを任意に処分することが出来るものとする。これに要する費用は、乙の負担とする。

５．乙は賃貸借室の明け渡しに際しその事由、名目の如何にかかわらず、賃貸借室及び諸造作、設備等について支出した必要費、有益費の償還請求、または移転料、立退料、権利金等一切の請求をしないものとする。

６．乙は、賃貸借室内に自己の費用を以って施設した諸造作、設備等の買取りを甲に請求しないものとする。

第２１条（明渡し遅延による損害金等）

本契約終了日までに乙が原状復旧して賃貸借室を明け渡さないときは、乙は本契約終了日の翌日から第２０条第１項または第３項の処置が終了した日を以って明け渡しがあったものとし、明け渡しが完了するまでの賃料相当額の倍額の損害金及び第７条に定める費用相当額を甲に支払い、且つ明け渡しの遅延により甲が損害を蒙ったときは、その損害を賠償しなければならないものとする。

第２２条（遅延損害金）

乙が、本契約に定める金銭債務についてその履行を遅滞した場合、乙はその遅滞した期間について、日歩４銭（年14.60％）の割合による損害金を甲に支払わなければならない。但し、乙は当該損害金の支払いにより甲の契約解除権の行使を免れるものではないものとする。

第２３条（通知）

甲が乙に対して発する通知は、乙の賃貸借室、または本契約書記載の住所、もしくは第１９条により住所の変更が届け出された場合は、その住所宛てに発する。この通知の効力は、通常到着するとみなされる時から発生するものとする。

第２４条（契約の消滅）

天災地変、その他不可抗力により本件建物の全部、または一部が滅失、または破損して賃貸借室の使用が不可能になった場合、本契約は当然終了し、且つこれによって乙が蒙った損害については、甲は責任を負わないものとする。

第２５条（準拠法）

本契約については、準拠法を日本法とする。

第２６条（管轄裁判所）

本契約から生ずる権利義務について争いが生じた時は、東京地方裁判所を管轄裁判所とする。

第２７条（消費税）

乙は、本契約第６条による賃料、第７条による共益費、その他本契約に付随して甲が乙から受領するまでの金員のうちで消費税の課税対象となるものについては、その消費税分を乙において負担することを承諾し、消費税の税率の変更があった場合には本契約における消費税分を含む賃料等の金額はそれぞれ変更されるものとする。

第２８条（連帯保証人）

１．連帯保証人（以下「丙」とする）は、本契約に基づく債務について乙と連帯して保証する責任を負うものとする。


２．本契約が更新された場合、丙は更新後も前項同様保証することを約束した。

３．乙は、丙に第１９条の定める事項について変更があったときは、速やかにこの変更内容を書面により甲に届け出なければならないものとする。

４．丙が甲の認める連帯保証人としての資格を失ったときは、乙は直ちに他の連帯保証人を選定し、甲の承諾を得なければならないものとする。

第２９条（反社会的勢力ではないことの確約）

　甲及び乙は、それぞれ相手方に対し、次の各号に定める事項を確約する。

１．自らが、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第二号に規定する暴力団、暴力団関係企業、総会屋若しくはこれらに

準ずる者又はその構成員（以下総称して「反社会的勢力」という）ではないこと。
２．甲又は乙が法人の場合、自らの役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又は

これらに準ずる者をいう）が反社会的勢力ではないこと。
３．反社会的勢力に自己の名義を利用させ、この契約を締結するものではないこと。
４．自ら又は第三者を利用して、次の行為をしないこと。
①　相手方に対する脅迫的な言動又は暴力を用いる行為。
②　偽計または威力を用いて相手方の業務を妨害し、又は信用を毀損する行為。

第３０条（規定外事項）

本契約に定めない事項、または本契約の内容について疑義が生じた場合は、甲・乙誠意をもって協議し、決定するものとする。

第３１条（特約事項）

　特約事項は、賃貸借契約要項記載の通りとする。

以上、本契約締結の証として本書２通を作成し、甲・乙・丙記名捺印の上、甲・乙各自その１通を保有する。

年      月      日

（賃貸人）甲

印     

（賃借人）乙

印     

（連帯保証人）丙

印     

（立会人）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　　

原状回復要項

本契約第２０条による原状回復の内容は次のとおりとする。

1. 賃貸借期間の終了日までに賃貸借室内の原状回復工事を完了できるように、乙は余裕をもって賃貸借室を退去する。

2. 原状回復工事は、甲の指定業者又は甲の指定する業者で行なうものとする。
その際、工事に関する見積書を事前に乙に提出し、乙の承諾を得てから工事にとりかかるものとする。尚、交換、張替え材料等については、機能、材質等を考慮し、甲の承諾を得るものとする。

3. その他記載のない部分については、甲、乙協議の上、処置を検討する。

工事内容

	賃貸借室
	材質
	作業内容

	床
	タイルカーペット、他
	張替え（穴あけ等加工の他破損の場合は修復）

	天井
	石膏ボード、他
	塗装（破損、加工等の場合は張替え）

	壁
	塗装壁、クロス、巾木、他
	塗装又は張替え（穴あけ等加工の他破損の場合は修復）

	照明器具
	管球類の交換および反射板の清掃。

	空調機
	機能点検および吹き出し部分の清掃。

	換気扇
	機能点検およびファンの清掃。

	トイレ

洗面所

給湯室
	床、壁は清掃。天井部分は塗装（破損、加工等の場合は張替え）

設置の器具、機器等については清掃（破損、加工等の場合は交換）

	鍵
	錠前一式の交換。

	セキュリティカード
	紛失の場合は、カードの交換。

	ブラインド
	清掃（破損、加工等の場合は交換）

	ドア
	清掃（穴あけ等加工の他破損の場合は取替え）

	賃貸借室全体
	原状回復工事終了後の清掃。残存物片付け。
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